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資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する施策を
総合的かつ計画的に推進するための基本的な方針案 概要
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資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する施策を総合的かつ
計画的に推進するための基本的な方針案①（基本的方向・基本的事項）
資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための
地球温暖化対策計画及び循環型社会形成推進基本計画と整合性のとれた基本的な方針

一 資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する基本的方向
適正処理による生活環境の保全を前提とした上で、国民・消費者の協力を得つつ、産学官が連携して資源循環の高度化を推
進し、脱炭素や自然再興、産業競争力強化、経済安全保障といった社会課題の解決、地方創生につなげることが重要
国・自治体・廃棄物処分業者・事業者の積極的取組により高度な資源循環行い、天然資源の消費が抑制され、最終処分量が
最小化された循環型社会を実現する

二 再資源化事業等の高度化のための措置の実施に関する基本的事項（法で示した三つの方向性毎に定める）
①再資源化事業の効率的な実施のための措置
製造事業者等と廃棄物処分業者が連携し、製品のライフサイクル全体で無駄のない資源循環を促進する
先進的な取組等を通じて培った高い技術力を効果的に活用することにより、市場に新たな価値を創出していくことが重要
動静脈で再生材利用目標を共有しつつ、トレーサビリティを確保するために必要なデータ連携を実施する

②再資源化の生産性の向上のための措置
焼却処分又は埋立処分を抑制するとともに、再生材が天然資源等を代替することで、温暖化効果ガス排出量を抑制することが
重要であり、そのため従来再資源化が困難であった廃棄物についても再資源化してくことが必要
需要のひっ迫が見込まれる金属や化石資源等を、資源循環により最大限有効に利用することも重要

③再資源化の実施の工程から排出される温室効果ガスの量の削減のための措置
国際的に製品のライフサイクル全体での温室効果ガス排出量を評価する動きがあることから、再資源化実施工程自体においても、
脱炭素化してくことが重要
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資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する施策を総合的かつ
計画的に推進するための基本的な方針案②（各主体の取組）

製造事業者等と廃棄物処分業者との連携による資源循環を促進するため必要な措置を講じるよう努める
廃棄物処分業者の再資源化の実施の状況等の必要な情報を集約し、公表する情報基盤の整備
再生材の利用拡大と安定供給、再生材の品質に関する共通認識の醸成や研究開発の促進
関係者の取組が進むよう連携が実現している先進的事例や地域の優良な取組事例の収集・発信

高度再資源化事業の認定により、廃棄物処分業者が、製造事業者等と連携して実施する先進的な再資源化事業を支
援する
高度分離・回収事業の認定による再資源化技術の向上を支援する
再資源化工程の高度化の認定や、認定の事例集を作成し周知することで、廃棄物処理施設の脱炭素化を促進する

国

引き続き廃掃法に基づく廃棄物の着実な適正処理等に重要な役割を果たす
資源循環を促進するよう地域における各主体間の連携・協働を促進するコーディネーター役として地域の循環資源や再生
可能資源を活用した資源循環システムの構築等必要な措置を講ずる
市町村は、自ら行う再資源化の事業等の高度化を図るよう努めるとともに、高度な再資源化が可能な廃棄物処分業者
に委託するなどにより再資源化を進める

地方
公共団体

有用資源の積極的な回収、再生材の需要や再生材利用率の把握、再資源化の実施状況の開示、再資源化事業等
における温室効果ガス排出量の削減等に努める
廃棄物から有用なものを適確に選別し、得られる再生部品又は再生資源の量を増加させるための技術の向上を図る
破砕から成形までの再資源化の実施の工程の合理化、廃棄物処理施設に脱炭素化に資する設備の導入、再資源化の
実施に当たっての廃棄物処理施設の運転状況の改善等に努める

廃棄物
処分業者

事業活動に伴って生じた廃棄物の分別・再資源化、製品が廃棄物となった場合における分離を容易にする等の措置の実
施、製品への再生部品又は再生資源の利用、需要に応じた資源循環の促進に努める
廃棄物の処分を委託する際に、性状等に関する情報を提供するなど、再資源化の実施に資するよう努める
廃棄物の処分を委託するに当たり、製品のライフサイクル全体の脱炭素化の観点を踏まえ、再資源化の実施の工程の脱
炭素化に資する廃棄物処分業者を選定するよう努める

事業者
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資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する施策を総合的かつ
計画的に推進するための基本的な方針案③（目標等）

三 処分を行う廃棄物の数量に占める再資源化を実施すべき量の割合に関する目標等
処分を行う廃棄物量に占める再資源化を実施すべき量の割合に関する目標や循環型社会に関連する温室効果ガス排出量につい
て、循環基本計画等と整合する目標を設定

目標（2030年度）項目
入口側：約19％ 出口側：約44％①循環利用率
約60万円/トン②資源生産性
約11トン/人・年③天然資源消費量
一般廃棄物：約3.2百万トン（2022年度比約５％削減）
産業廃棄物：約7.8百万トン（2022年度比約10％削減）

④最終処分量

廃棄物部門由来：約29百万トン-CO2/年
循環経済への移行に関わる部門由来：約343百万トン-CO2/年

⑤温暖化効果ガス排出量

目標（2030年度）素材別の目標等
金属リサイクル原料：処理量を2030年度までに倍増
廃家電：４品目合計の回収率70.9％以上
電子スクラップ（e-scrap）：2030年までにリサイクル処理量約50万トン (2020年比５割増)
小型二次電池：生産者による安全な回収及び再資源化の推進

・レアメタル、ベースメタル等

プラスチック資源循環戦略のマイルストーン：2030年までに、ワンウェイのプラスチック（容器包装等）を累積で25％排出
抑制するよう目指すことや、2030年までに、プラスチックの再生利用（再生素材の利用）の倍増を目指す。
再生プラ：2030年度までに公的機関の調達におけるグリーン購入法基本方針に位置づけられる全ての特定調達品目に
原則として基準等の市場ルールを形成。

・プラスチック

食品ロス：家庭から発生する食ロス及び家庭以外から発生する事業系食品ロスについて、いずれも2030年度までに2020
年度比で半減。

・バイオマス

建設廃棄物：建設混合廃棄物を含め建設廃棄物の再資源化の促進。
建設副産物：適切に再資源化等されるよう再生材の新規用途の開拓や拡充等を促進。
製造プロセス等における副産物：可能な限り有効利用を図る。

・土石、建設材料
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四 資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する重要事項
再資源化事業等の高度化のため、国は以下の取組について検討するものとする。
再資源化事業等の高度化の大前提となる生活環境の保全及び公衆衛生の向上を確保するための、廃棄物処理法の順守に
よる適正な処分の推進、関係法令の対応も含めた最終処分場の確保に必要な措置
審査・認定について全面的に国の責任で行うとした上での、地域の実情を把握している地方公共団体との緊密な連携
様々な主体間の連携を促進するネットワークを活用した、産官学の連携を促進するとともに、動静脈間のマッチングやトレーサビ
リティ確保など主体間の情報連携強化のために必要な取組の具体化
廃棄物処理・資源循環行政や資源循環産業の担い手を確保するための、人材の確保・育成を支援
災害時における災害廃棄物の分別・再資源循環を推進するための、処理体制の確保及び必要な支援
国際的な資源循環ルールづくりに積極的に貢献していくとともに、国際的なルール作りや標準化につなげる

資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する施策を総合的かつ計画的
に推進するための基本的な方針案④（重要事項）


